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特集・ダイジェスト
―「こどもまんなか社会」を構築するための施策・取組等の紹介―



2

第 1 章
特 集

１．はじめに

我が国では、結婚、妊娠・出産、子育
てに関する希望の実現を支える社会の構
築が重要となる中、合計特殊出生率は
低下傾向で推移しており、2025 年には
1.14 となった。夫婦の平均理想こども
数と平均予定こども数について、2000
年以降、緩やかな低下傾向が続いてお
り、結婚や出産、子育てに対する希望と
現実の間には依然として差異が存在して
いる。
こうした背景には、若い世代の経済的

な不安定さ、出会いの機会の減少、仕事
と子育ての両立の難しさ、家事・育児負
担の女性への偏り、子育てにおける孤立
感や負担感、子育てや教育に係る費用負
担など、複合的な要因が存在している。
政府は、これらの希望の実現を阻む課

題に対応するため、こども・子育て政策

の抜本的な強化を進め、児童手当の拡充、
育児休業給付の充実、子育てや教育に必
要となる費用の負担軽減など、結婚、妊
娠・出産、子育ての希望がかなう社会の
実現に向けた取組を推進している。
本特集では、こうした背景や課題等を

踏まえ、子育て世帯の家計や仕事と育児
の両立を支える施策について記載する。
2023 年４月にこども家庭庁が発足

し、同年 12月には、中長期的なこども・
子育て政策の方向性を示す「こども未来
戦略」（令和５年 12月 22 日閣議決定）
が閣議決定された。同戦略では、こども・
子育て支援を抜本的に強化するための具
体的な施策を「こども・子育て支援加速
化プラン」（以下「加速化プラン」という。）
として取りまとめ、①子育てに係る経済
的支援の強化、②全てのこども・子育て
世帯を対象とする支援の拡充、③共働き・
共育ての推進の３つを柱として、施策を

子育て世帯の家計や仕事と育児の両立を支える新たな
仕組み
―�児童手当拡充、高等教育費無償化、育休給付拡充、

住宅支援（補助・減税・金利）、NISA のつみたて投
資枠の年齢要件の撤廃等―�
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推進することとしている。
以下は、これらのうち、子育てに伴う

経済的負担の軽減に向けた支援及び仕事
と子育ての両立を支えるための主な仕組
みの概要である。

２．�子育てに係る経済的支援の強
化について

国立社会保障・人口問題研究所の出生
動向基本調査によると、理想とするこど
も数を持てない理由として、「子育てや
教育にお金がかかりすぎる」といった経
済的理由を挙げる割合が高く、特に第３
子以降を希望する人にとって大きな障壁
となっていることがうかがえる。
子育てには、生活費や教育費など様々

な費用が伴う。このため政府は、子育て
に係る経済的負担の軽減を図る観点か
ら、これまでも幼児教育・保育（３～５
歳児）の無償化や高等教育費の負担軽減

などに取り組んできたが、これらに加
え、2023 年 12 月に策定されたこども
未来戦略に基づく加速化プランにより、
2024 年度以降、「児童手当の抜本的拡
充」、「妊娠・出産期を支える給付措置」、
「教育費負担軽減策」、「子育て世帯への
住宅支援」などの施策を推進している。
さらに、高校授業料の負担軽減や学校

給食費の支援といった予算措置、住宅関
連税制、NISA のつみたて投資枠の年齢
要件の撤廃などの税制面での支援を含
め、子育て世帯の経済的負担の軽減に向
けた取組を進めている。

２－１．�こどもの育ちを支える児童手当
の抜本的拡充【こども家庭庁】

児童手当制度について、2024 年 10
月以降、全てのこども・子育て世帯への
子育て支援の一環として加速化プランに
基づき、次代を担う全てのこどもの育ち
を支える基礎的な経済的支援としての位

図表 1-1-1 こども未来戦略「加速化プラン」施策のポイント

こども未来戦略 「加速化プラン」 施策のポイント
１．若い世代の所得向上に向けた取組

２．全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充 ３．共働き・共育ての推進

出産育児一時金の引上げ

出出産産等等のの経経済済的的負負担担のの軽軽減減

STEP
1

STEP
2

出産費用の保険適用の検討

「「費費用用のの見見ええるる化化」」・・「「環環境境整整備備」」

5500万万円円に

大幅引上げ
4422万万円円

22002233年年度度かからら実実施施中中

３３歳歳～～高高校校生生年年代代３３歳歳未未満満支支給給金金額額

月額１１万円月額１１万５５千円第１子・第２子

月額３３万円第３子以降

児児童童手手当当のの拡拡充充

 所所得得制制限限をを撤撤廃廃
 高高校校生生年年代代ままでで延延長長

すべてのこどもの育ちを支える
基基礎礎的的なな経経済済支支援援としての位置づけを明確化

 第第３３子子以以降降はは３３万万円円

３３人人のの子子ががいいるる家家庭庭でではは、、
総総額額でで最最大大440000万万円円増増のの11110000万万円円

子子育育てて世世帯帯へへのの住住宅宅支支援援

 公公営営住住宅宅等等へへのの優優先先入入居居等等
今後10年間で計３３００万万戸戸

切切れれ目目ななくくすすべべててのの子子育育てて世世帯帯をを支支援援

「「ここどどもも誰誰ででもも通通園園制制度度」」をを創創設設
・月一定時間までの利用可能枠の中で、時時間間単単位位等等でで柔柔軟軟にに通通園園がが可可能能な仕組み

保保育育所所：：量量のの拡拡大大かからら質質のの向向上上へへ
・7766年年ぶぶりりのの配配置置改改善善：（４・５歳児）30対１→25対１（１歳児）６対１→５対１

・民間給与動向等を踏まえた保保育育士士等等のの更更ななるる処処遇遇改改善善

・「「小小１１のの壁壁」」打打破破に向けた放課後児童クラブの質・量の拡充

多多様様なな支支援援ニニーーズズへへのの対対応応
・貧貧困困、虐虐待待防防止止、障障害害児児・・医医療療的的ケケアア児児等への支援強化

・児児童童扶扶養養手手当当の拡充 ・補補装装具具費費支援の所得制限の撤廃

 賃賃上上げげ（「成長と分配の好循環」と「賃金と物価の好循環」の２つの好循環）

 三三位位一一体体のの労労働働市市場場改改革革（リ・スキリングによる能力向上支援、個々の企業の実態に応じた職務給の導入、成長分野への労働移動の円滑化）

 非非正正規規雇雇用用労労働働者者のの雇雇用用のの安安定定とと質質のの向向上上（同一労働同一賃金の徹底、希望する非正規雇用労働者の正規化）

＊ 多子加算のカウント方法
を見直し

※※22002244年年度度かからら本本格格実実施施をを見見据据ええたた試試行行的的事事業業をを実実施施（（22002233年年度度かかららのの実実施施もも可可能能））
※※22002255年年度度かからら制制度度化化・・22002266年年度度かからら給給付付化化しし全全国国のの自自治治体体でで実実施施

22002266年年度度をを目目途途にに検検討討

４４・・５５歳歳児児はは22002244年年度度かからら実実施施
１１歳歳児児はは22002255年年度度にに加加算算をを創創設設

22002244年年22月月かからら実実施施実実施施中中

22002233年年度度かからら実実施施

拡拡充充後後のの初初回回のの支支給給はは22002244年年1122月月（（22002244年年1100月月分分かからら拡拡充充））

22002233年年度度かからら順順次次実実施施

拡拡充充後後のの初初回回のの支支給給はは22002255年年11月月
((22002244年年1111月月分分かからら拡拡充充))

22002244年年度度かからら
実実施施

育育児児期期をを通通じじたた柔柔軟軟なな働働きき方方のの推推進進・・多多様様なな働働きき方方とと子子育育ててのの両両立立支支援援

 子子がが３３歳歳以以降降小小学学校校就就学学前前ままででのの柔柔軟軟なな働働きき方方をを

実実現現すするるたためめのの措措置置
・・事業主が、テレワーク、時短勤務等の中から２以上措置

 時時短短勤勤務務時時のの新新たたなな給給付付

 国国民民年年金金第第１１号号被被保保険険者者のの育育児児期期間間にに係係るる保保険険料料免免除除措措置置

22002255年年1100月月かからら実実施施

22002255年年度度
かからら実実施施

育育休休をを取取りりややすすいい職職場場にに

男性の育休取得率目標 8855％％へ大幅引上げ（2030年）
※ 2024年度：４０．５％

2022年度：１７．１３％男男性性育育休休をを当当たたりり前前にに
 育育児児休休業業取取得得率率のの開開示示制制度度のの拡拡充充

 中中小小企企業業にに対対すするる助助成成措措置置をを大大幅幅にに強強化化
・・業務を代替する周囲の社員への応応援援手手当当支給の助成拡充

 出生後の一定期間に男男女女でで育育休休をを取取得得することを促進する

ため給給付付率率をを手手取取りり1100割割相相当当にに 22002255年年度度かからら実実施施

22002255年年度度かからら実実施施

22002244年年１１月月かからら実実施施

利利用用ししややすすいい柔柔軟軟なな制制度度へへ

妊妊娠娠初初期期かかららのの支支援援強強化化

こどもの人数等に応じて最大１％（５年間）の引下げ
※住宅の省エネ性能が高い場合等は、６年目以降も金利引下げの対象

となる場合あり

 フフララッットト3355のの金金利利引引下下げげ

22002244年年度度かからら常常勤勤職職員員
配配置置のの改改善善をを実実施施

✓✓貸与型奨学金の月々の返返還還額額をを
減減額額できる制度の収入要件等を緩和

✓✓多多子子世世帯帯の学生等については
授授業業料料等等をを無無償償化化

高高等等教教育育（（大大学学等等））

✓✓給給付付型型奨奨学学金金等等を世帯年収約600
万円までの多子世帯、理工農系に
拡充

✓修士段階の授業料後払い制度の導入

22002244年年度度かからら実実施施

22002255年年度度かからら実実施施

22002244年年度度かからら実実施施

22002244年年度度かからら実実施施

大大学学等等のの高高等等教教育育費費のの

負負担担軽軽減減をを拡拡充充

22002266年年1100月月
かからら実実施施

 妊妊婦婦ののたためめのの支支援援給給付付
①妊娠初期（5万円）
②妊娠後期以降（5万円×妊娠しているこどもの数）

のの経経済済的的支支援援

22002255年年度度かからら制制度度化化

妊妊娠娠時時かからら出出産産・・子子育育ててままでで一一貫貫支支援援

 妊妊婦婦等等包包括括相相談談支支援援事事業業
（（伴伴走走型型相相談談支支援援））

様々な不安・悩みに応え、ニーズに
応じた支援につなげる
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置付けが明確化され、一人目のこどもへ
の支援を含めた抜本的な拡充を実施し
た。主な拡充内容は以下のとおりである。
　・�従来は主たる生計者の年収が 960

万円以上の場合などに受給制限が
あったが、拡充により当該所得制限
を撤廃した。

　・�支給期間について、中学校修了前ま
でであったものを高校生年代まで延
長した。

　・�支給額については、０歳から３歳
未満の第１子及び第２子は月額
１万５千円、３歳から高校生年代の
第１子及び第２子は月額１万円と
し、第３子以降については月額３万
円に増額した。

２－２．�妊娠・出産期を支える給付措置
（出産育児一時金の増額、妊婦
のための支援給付）

妊娠・出産期の支援についても、加速
化プランの一環として支援の強化を図っ
ている。

医療保険制度を通じた出産に対する支援
の強化【厚生労働省】
妊婦が費用やサービス内容を踏まえて

適切に出産施設を選択できる環境を整備
するため、2024 年５月に、医療機関ご
とのサービス内容や出産費用の状況など
を公表するウェブサイト「出産なび」の
運用を開始し、出産費用の「見える化」
を推進している。
また、2023 年４月には出産育児一時

金の支給額を 42万円から 50万円へ引
き上げたが、出産費用が年々上昇する中
で、更なる経済的負担の軽減が課題と
なっている。このため、妊産婦が納得感
をもってサービスを選択できる環境を整

備するとともに、出産に伴う経済的負担
の軽減を図るため、出産に対する新たな
給付体系の導入等に向けて、2026 年特
別国会（第 221 回国会）へ関連法案を
提出するなど、必要な準備を進めている。

妊婦のための支援給付【こども家庭庁】
妊娠期から切れ目のない支援を行う観

点から、2025 年４月以降、子ども・子
育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）
に基づき、「妊婦のための支援給付」を
実施している。
本給付では、妊婦であることの認定後

に５万円を、その後、妊娠しているこど
もの数の届出後に、こどもの数に５万円
を乗じた額を支給することとしている。
また、給付の実施に当たっては、妊娠か
ら出産まで伴走して妊婦等の不安や悩み
の相談を受け付ける「妊婦等包括相談支
援事業」等と組み合わせ、支援を効果的
に実施している（図表 1-1-2）。

２－３．�高等教育費の負担軽減を始めと
する教育費負担軽減策【文部科
学省】

少子化対策において、その負担の大き
さから特に喫緊の課題とされている高等
教育費の負担軽減については、加速化プ
ランに基づき、文部科学省において着実
に取組を進めている。
具体的には、2020 年度に創設され

た、授業料等減免と給付型奨学金の支給
を併せて実施する「高等教育の修学支
援新制度」について、2024 年度から、
中間所得層（年収 600 万円程度）のう
ち、こども３人以上を扶養している多子
世帯や私立理工農系の学生へ対象を拡大
した。さらに、2025 年度からは、多子
世帯の学生について、所得制限なく、国
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が定める一定額まで大学等の授業料・入
学金の減免を行っている。
加えて、子育て時期の経済的負担に配

慮する観点から、貸与型奨学金の減額返
還制度について、2024年度より利用可
能な年収上限を325万円から400万円
に引き上げるとともに、こども２人世帯
については500万円以下まで、こども３
人以上世帯については600万円以下まで
対象を拡大した。また、月々の返還額の
減額割合についても、最大で４分の１ま
で選択できるようにするなど、奨学金返
還の負担軽減に取り組んでいる。
こうした加速化プランに基づく支援策

の拡充に加え、2026 年度以降は、高校
段階の授業料を支援する「高等学校等就
学支援金」の所得制限の撤廃や支給上限
額の引上げ等を行うほか、授業料以外の
教育費負担を軽減する「高校生等奨学給
付金」についても、対象を中所得世帯ま
で広げるなど制度を拡充している。

さらに、保護者負担の軽減を通じた子
育て支援に取り組む自治体を支援する観
点から「給食費負担軽減交付金」を創設
し、2026 年４月より、公立小学校等の
学校給食に係る食材費への支援を実施す
ることで、学校給食費の抜本的な負担軽
減を図っている。

２－４．�子育て世帯への住宅支援【国土
交通省】

住宅支援については、子育て世帯に適
した住宅の確保や、子育てにやさしい住
まいの拡充に向けた取組を進めている。
具体的には、立地や間取りなどの面で

子育て環境に優れた公営住宅等の公的賃
貸住宅を対象として、必要に応じた住戸
改修への支援や、子育て世帯等が優先的
に入居できる制度の活用を進めている。
また、空き家対策や関連する予算制度

等を活用し、空き家及びその予備軍を、
所有者等への働きかけを通じて、子育て

図表 1-1-2 妊婦のための支援給付・妊婦等包括相談支援事業の創設
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世帯向けの良質でアフォーダブル（比較
的手頃）な住宅等として供給を促進する
取組を進めている。
さらに、全期間固定金利の住宅ローン

【フラット 35】において、子育て世帯
又は若年夫婦世帯に対し、全国一律でこ
どもの人数等に応じて一定期間借入金利
を引き下げる制度を提供しているほか、
子育て世帯等に対する賃貸住宅への入居
に関する情報提供や生活の安定に関する
相談等を行う居住支援法人の支援など、
住宅支援の強化に取り組んでいる。

２－５．�税制面における支援（住宅関連
税制、NISA のつみたて投資枠
の年齢要件の撤廃）

・�住宅関連減税（子育て世帯・若者夫婦
世帯への支援）【国土交通省】
住宅ローン減税については、令和８年

度税制改正において、適用期限を５年間
延長するとともに、子育て世帯・若者夫
婦世帯の住宅取得等を支援するため、こ
れらの世帯に対して借入限度額を上乗せ
する措置を引き続き講じることとされた。
また、リフォーム税制については、子

育て世帯・若者夫婦世帯の子育ての負担
軽減に資するリフォームを支援するた
め、所得税の特例措置の適用期限が３年
間延長された。これにより、住宅のハー
ド面の性能向上を通じて、子育て世帯の
居住環境の改善に取り組んでいる。
・�NISA のつみたて投資枠の年齢要件の
撤廃【金融庁】
現行のNISA（少額投資非課税制度）

は、長期の積立・分散投資に適した一定
の投資信託を投資対象とする「つみたて

投資枠」（年間投資枠：120 万円）と上
場株式等も投資対象とする「成長投資枠」
（同：240 万円）があり、両枠を合わせ
た非課税保有限度額は 1,800 万円、利
用可能年齢は 18歳以上となっている。
令和８年度税制改正において、次世代

の資産形成を促進し、長期・安定的な投
資を通じて、大学進学等、成人後のライ
フイベントに伴う必要資金を備えられる
よう、2027 年から、つみたて投資枠の
年齢要件を撤廃し、０歳から 17歳まで
の間の年間投資枠（60万円）及び非課
税保有限度額（600 万円）を設定する
こととされた。

３．�共働き・共育ての推進（仕事と
子育ての両立を支える仕組み）

全世帯の約３分の２が共働き世帯とな
る中で、未婚女性が考える理想のライフ
コースは、出産後も仕事を続ける「両
立コース」が最多となっている（図表
1-1-3 参照）。一方で、女性の第１子出
産前後の就業継続率は近年上昇傾向にあ
るものの、７割程度にとどまっており、
その背景には、仕事と育児が両立しにく
い職場環境があると考えられる（図表
1-1-4 参照）。
このため、加速化プランに基づき、出

生後の支援策、育児期を通じた柔軟な働
き方の推進、多様な働き方と子育ての両
立支援に係る施策を通じて、「共働き・
共育て」を推進している。あわせて、小
学生の預かり機能強化や、育児等による
離職を防ぐためのベビーシッター活用に
向けた取組も進めている。
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図表 1-1-3 18 ～ 34歳の未婚者のライフコースの変化

第１⼦出⽣年別にみた、第１⼦出産前後の妻の就業変化

5.5% 8.1% 11.2% 15.3%
21.1%

31.6%
42.6%

18.4% 16.3% 13.0%
12.2%

10.2%

10.8%

11.2%
37.4% 37.7% 39.3%

40.3%
40.8%

31.1%

23.6%

35.3% 33.6% 31.3% 26.9% 22.3% 21.2% 17.4%

3.3% 4.3% 5.2% 5.3% 5.6% 5.2% 5.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1985-89 1990-94 1995-99 2000-04 2005-09 2010-14 2015-19
子どもの出生年

就業継続（育休利用） 就業継続（育休なし） 出産退職 妊娠前から無職 その他・不詳

（※）【 】内は出産前有職者を100として、出産後の継続就業者の割合を算出

（注１）就業変化は、妻の妊娠判明時と子ども１歳時の従業上の地位の変化をみたもの。
（注２）上記グラフは、対象期間（例：2015～2019）中に出産した女性の就業変化を表している。

【出典】 国立社会保障・人口問題研究所 「第１６回出生動向基本調査（夫婦調査）」

出出産産後後のの継継続続就就業業者者

出出産産前前有有職職者者
【【 】】……

出産退職
23.6％

【30.5％】

出産後
継続就業率
53.8％

【69.5％】(※)

出産前有職
77.4％

【100％】61.3％
【100％】

37.4％
【61.0％】

23.9％
【39.0％】

 第１⼦出産前後の⼥性の就業継続率は上昇傾向。
 ⾜もとでは、約７割の⼥性が第１⼦出産後も就業を継続している。

図表 1-1-4 「第１子出生年別にみた、第１子出産前後の妻の就業変化」
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３－１．�出生後の支援策強化について【厚
生労働省】

国際的に見ても低水準にある夫の家
事・育児関連時間を増やし、共働き・共
育てを定着させていくためには、男性育
休の取得促進が重要である。男性の育児
休業取得率は近年上昇傾向にあるもの
の、女性と比べると依然として低い水準
にとどまっている（図表 1-1-5 参照）。
このため、育児休業、介護休業等育児

又は家族介護を行う労働者の福祉に関す
る法律（平成３年法律第 76号。以下「育
児・介護休業法」という。）について、
常時雇用する労働者数 1,000 人超の事
業主に義務付けられていた男性育休等の

取得率の公表義務の対象を、2025 年４
月から常時雇用する労働者数 300 人超
の事業主へ拡大するなど、制度面での対
応を進めている。
また、給付面では、「出生後休業支援

給付」を創設し、育児休業給付とあわ
せて給付率 80％（手取りで 10割相当）
を実現している（図表 1-1-6）。
さらに、働き続けながら子育て等を行

うための雇用環境整備に取り組む事業主
に対して支給する「両立支援等助成金」
のうち、「出生時両立支援コース」及び「育
休中等業務代替支援コース」について、
2026年度から支給対象等を拡大するこ
ととしている。

男⼥の育児休業の取得率の状況

 育児休業取得率は、⼥性は８割台で推移。
 男性は低⽔準ではあるものの、上昇傾向にある（令和６年度︓40.5％）。

【出典】厚⽣労働省「雇⽤均等基本調査」

（※） 平成22年度以前調査においては、調査前年度の１年間。
（注） 平成23年度の［ ］内の割合は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。

育児休業取得率＝ 出産者のうち、調査年の10月1日までに育児休業を開始した者（開始予定の申出をしている者を含む。）の数
調査前年の9月30日までの１年間（※）の出産者（男性の場合は配偶者が出産した者）の数

⼥性 男性
（％）

（％）

（年度） （年度）

0.12
0.42

0.33
0.56

0.5
1.561.231.721.38

2.63 1.892.032.32.65
3.16

5.146.16
7.48

12.65
13.97

17.13

30.1

40.5

0
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20

25
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35

40

45

8 11 14 16 17 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4 5 6

49.1

56.4
64.0

70.6
72.3

89.7
90.6

85.6
83.7

87.8
83.6
83.0

86.6

81.5

81.8
83.2

82.283.0

81.6

85.1

80.2

84.1

86.6

0
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50

60
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90

100

8 11 14 16 17 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4 5 6

[ ]

政府目標
令和７ （2025）年 ︓50％
令和12 （2030）年 ︓85％

[ ]

図表 1-1-5 「男女の育児休業の取得率の状況」
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３－２．�育児期を通じた柔軟な働き方の
推進【厚生労働省】

育児期を通じて多様な働き方を組み合
わせることにより、育児期の男女がとも
に希望に応じ仕事と子育てを両立できる
環境を整備し、共働き・共育てを推進す
るため、育児・介護休業法について制度
の見直しを行っている。
具体的には、2025年４月より、「子の

看護等休暇」の取得事由の拡充や、対象
となる子の年齢の引上げ（小学校第３学
年修了まで）等を実施した。また、同年
10月からは、子が３歳以降小学校就学
前までの場合において、始業時刻等の変
更、テレワークなど５つの措置の中から、
事業主が２つ以上の制度を選択して講ず

るとともに、その中から労働者が１つを
選択できるようにする措置を創設するな
ど、制度面での対応を進めている（図表
1-1-8 参照）。
給付面では、男女ともに時短勤務を選

択しやすくするため、2025年４月より、
２歳未満の子を養育するために時短勤
務をしている場合の新たな給付として、
「育児時短就業給付」を創設した（図表
1-1-7）。また、両立支援等助成金につ
いては、同年 10月より「柔軟な働き方
選択制度等支援コース」の支給要件を見
直し、子の看護等休暇に対する有給化支
援を図るとともに、中学校修了までの子
を養育する労働者が利用できるものとし
た場合、助成金が加算されるようにした。

図表 1-1-6 「出生後休業支援給付の概要」
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⼦の年齢に応じた柔軟な働き⽅を実現するための措置の拡充

︓現⾏の努⼒義務︓⾒直し︓現⾏の権利・措置義務

※始業時刻の変更等︓フレックスタイム制、時差出勤、保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与

育児休業、又はそれに準ずる措置

出⽣ １歳 ３歳 就学２歳

育児休業

短時間勤務制度
○1日６時間とする措置。
（※）様々なニーズに対応するため、 1日６時間

を必置とした上で、他の勤務時間も併せて設
定することを促す。（指針）

○労使協定により、短時間勤務が困難な業務に従
事する労働者を適用除外とする場合の代替措置
・育児休業に関する制度に準じる措置
・始業時刻の変更等（※）

所定外労働の制限（残業免除）

時間外労働の制限（残業制限）（24時間/月、150時間/年を超える時間外労働を禁⽌）、深夜業の制限

柔軟な働き方を実現するための措置
○事業主は、
・始業時刻等の変更
・テレワーク等(10日/月)
・保育施設の設置運営等
・養育両⽴⽀援休暇の付与(10日/年)
・短時間勤務制度
の中から２以上の制度を選択して措置する義務。
労働者はその中から１つ選べる。

※テレワーク等と養育両⽴⽀援休暇は、原則時間単位で取得可
※措置の際、過半数組合等からの意⾒聴取の機会を設ける
※３歳になるまでの適切な時期に⾯談等
※心身の健康に配慮(テレワークでの労働時間の適切な把握等)（指針）

所定外労働の制限（残業免除）の延⻑

子の看護休暇 就学以降に延⻑
（小学校３年⽣まで）

取得事由の拡大（感染症に伴う学級閉鎖等、入園(入学)式及び卒園式を追加）、
「子の看護等休暇」に名称変更、勤続６か月未満の労働者の労使協定除外の仕組みの廃⽌

フルタイムでの
柔軟な働き⽅

育児目的休暇 育児目的休暇

改正の趣旨
 ⼦の年齢に応じてフルタイムで残業をしない働き⽅やフルタイムで柔軟な働き⽅を希望する割合が⾼くなっていくこと（⼥性・正社員）
などから、男⼥とも希望に応じて仕事・キャリア形成と育児を両⽴できるようにしていく必要がある。

⾒直し内容

テレワークを追加

出⽣時育児休業
（産後パパ育休）

始業時刻の変更等（※）
テレワーク（努⼒義務）

図表 1-1-8 「子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の拡充」

図表 1-1-7 「育児時短就業給付の概要」
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３－３．�多様な働き方と子育ての両立支
援【厚生労働省】

自営業・フリーランス等の育児期間中
の経済的支援として、国民年金第１号被
保険者について、その子が１歳になるま
での期間の国民年金保険料の免除措置を
創設した。
国民年金第１号被保険者の多様な実態

を踏まえ、所得要件や休業要件は設けず、
父母ともに最大 12か月間（実母は産前
産後免除期間に続く９か月間）を免除期
間とし、免除期間における基礎年金額は
満額を保障することとしている。2026
年 10月の施行を予定しており、円滑な
施行に向けた周知等を進めている。

３－４．�企業等の活力を活かした小学生
の預かり機能強化や、安全で質
の高いベビーシッターの利用促
進【こども家庭庁】

放課後児童クラブにおいては待機児童
が生じており、小学生の放課後の預かり
機能の多様化を図ることが必要である。
このため、「企業等の活力を活かした小
学生の預かり機能構築モデル事業」を令
和７年度補正予算に計上した。
当該事業では、地域における小学生の

預かり機能として、例えば企業主導型保
育施設、認可外保育施設、事業所内保育
所の余裕スペース等を活用した小学生の
預かりを実施する場合に、こうした「場」
や「人材」への支援等を行うこととして
いる。また、事業者、有識者、自治体担
当部署等の関係者の知見を取り入れつ
つ、取組に伴走し、課題の把握や解決策
の検討を行い、今後の預かり機能の構築
に向けて事業効果の検証を進めることと
している。

また、育児等が原因となる離職を防止
し、仕事と子育ての両立を支援する観点
から、ベビーシッターを利用する家庭
の利用実態や保育ニーズについての調
査、ベビーシッターが認可外保育施設指
導監督基準の有資格者要件を満たすため
の研修機会や、有資格者要件を満たした
ベビーシッターの更なる研鑽

さん
のための研

修機会の拡充、認可外保育施設指導監督
基準への適合状況等を掲載するプラット
フォームを構築し、利用者が安心して選
択できるための情報提供といった取組を
通じて、安全で質の高いベビーシッター
の利用促進を行うこととしている。 

４．おわりに

このように、子育てを社会全体で支え
るため、政府においては、子育てに伴う
経済的負担や仕事と子育ての両立に係る
負担の軽減に向け、関係府省庁が連携し
ながら総合的な取組を進めている。
あわせて、こうした施策がより活用さ

れやすいものとなるよう、社会全体でこ
どもや子育てを支える機運の醸成にも取
り組んでおり、企業、個人、地方自治体
等による「こどもまんなか応援サポー
ター」の輪を広げている。
さらに、2026 年度からは「こどもと

ともに成長する企業構想」を推進し、企
業の取組を通じて、こどもや子育てにや
さしい社会の実現を後押ししていくこと
としている。
こうした取組を進めることにより、希

望する誰もがこどもを持ち、安心して子
育てができる社会の実現を目指してい
く。




